
 

千葉市民間保育園整備等に係る賃借料補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、建物を賃借して、保育所（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３

９条に規定する保育所をいう。以下同じ。）を設置する者に対し、当該建物の賃借に要す

る経費について、予算の範囲内において、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉市規

則第８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき補助金を交付する。 

 

（対象者等） 

第２条 補助の対象者（以下「対象者」という。）は、建物を賃借することにより保育所を

設置又は運営する事業（以下「補助対象事業」という。）を行う者とする。 

２ 前項の対象者は、以下の各号に該当する者とする。 

（１）次のいずれかに該当する者 

ア 保育の需要が特に高いと市長が認める地域（以下「重点整備地域」という。）に保育

所を整備する者として、市長が決定した者 

イ 交通至便な地域への整備など、アと同等以上に待機児童の解消に効果が高いことに

加え、当該保育所の整備が先進的で政策効果が高いと市長が認める者 

ウ 当初申請の前年度に重点整備地域に設置されていた保育所（運営実績において、重

大な問題がある保育所を除く）を運営する者 

エ イに該当する者として補助を受け、補助対象期間が終了した者のうち、待機児童対

策上市長が必要と認める保育所を運営する者 

（２）次のいずれかの条件に該当する者 

ア 前号ア又はイに該当する場合 

開所時（開所前の補助の場合は建物賃貸借契約時。以下この号において同じ。）の建物

の１か月あたりの賃借料、共益費等で保育所となる施設を賃借することにより必要とな

る定期的に支払うべき経費（以下、「建物の１か月あたりの賃借料等」という。）が、開

所時の「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地

域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等」

（平成２７年内閣府告示第４９号）第１条第５１号に規定する賃借料加算（以下「賃借

料加算」という。）に開所時の当該保育所の認可定員（開所前の補助の場合は予定定員。）

を乗じた額の２倍を超える者 

イ 前号ウ又はエに該当する場合 

当初申請時の建物の１か月あたりの賃借料等が、当初申請時の賃借料加算に当該保育

所の認可定員を乗じた額の２．５倍を超える者（当初申請の前年度における重点整備地

域の公表後に、契約内容の変更により、当該要件に該当した場合を除く） 

（３）原則として、建物の貸主が対象者の法人の役員及び社員、当該法人への寄付者並びに

これらの者の親族並びに当該法人の関連法人その他の対象者と特別の関係にない者 

３ 前項第１号及び第２号の規定に関わらず、保育の需要が高いと市長が認める地域（整備



地域）に保育所を整備する者として、市長が決定した者であって、開所時の建物の１か月

あたりの賃借料等が、開所時の賃借料加算に開所時の当該保育所の認可定員を乗じた額の

３倍を超える者であって、保育対策総合支援事業費補助金の都市部における保育所等への

賃借料支援事業（以下、「国庫補助事業」という。）の適用対象となる場合は、第１項の対

象者とする。 

 

（対象経費及び補助額等） 

第３条 補助対象事業の対象経費及び補助額等は、別表１のとおりとする。ただし、前条第

２項に該当する者であって、開所時（前条第２項第１号ウ又はエに該当する場合は当初申

請時。以下この項において同じ。）の賃借料加算に開所時の当該保育所の認可定員を乗じ

た額の３倍を超える者であって、国庫補助事業の適用対象となる場合及び前条第３項に該

当する場合における対象経費及び補助額等は別表２のとおりとする。 

２ 前項の規定に関わらず、前条第２項第１号ア又はイに該当する場合において、開所時の

建物の１か月あたりの賃借料等が、開所時の賃借料加算に開所時の当該保育所の認可定員

を乗じた額の２倍を超え３倍以下の者であって、国庫補助事業の適用対象となる場合にお

ける対象経費及び補助額等は別表３のとおりとする。 

３ 他の公的助成金等を受けるものは、その金額の範囲において補助の対象としない。 

 

（交付の申請） 

第４条 規則第３条の規定により、補助金の交付を申請しようとするときは、千葉市民間保

育園整備に係る賃借料補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市

長に提出するものとする。 

（１）事業計画書 

（２）補助金所要額調書 

（３）保育所施設会計の収支予算書（写） 

（４）賃貸借契約書（写） 

（５）地上権又は賃借権の登記事項証明書 

（６）配置図及び平面図 

（７）その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により附する条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１）補助対象事業の内容、賃借料等の金額、賃借面積等の変更を行う場合は、あらかじめ

市長の承認を受けること。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

（２）補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ市長の承認を受けること。 

（３）補助対象事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受け

ること。 

（４）補助対象事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類並びに補助金の執行状況



についての書類を作成し、これを補助対象事業の完了後１０年間保管すること。 

 

（交付決定通知） 

第６条 規則第６条の規定による通知は、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金交付決

定通知書（様式第２号）によるものとする。 

 

（変更交付の申請等） 

第７条 対象者は、前条の通知を受けた後、第５条第１号の規定による承認を受けようとす

るとき、及び補助金の交付額を変更しようとするときは、千葉市民間保育園整備に係る賃

借料補助金変更交付申請書（様式第３号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による変更交付の申請があったときは、変更の内容を調査し、補助

額の変更を決定し、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金変更交付決定通知書（様式

第４号）により通知するものとする。 

３ 対象者は、第５条第２号の規定による承認を受けようとするときは、千葉市民間保育園

整備に係る賃借料補助金に係る事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提出

するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による申請があったときは、内容を調査し、補助事業の中止又は廃

止を決定し、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金に係る事業中止（廃止）承認通知

書（様式第６号）により、通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 対象者は、規則第１２条の規定により報告しようとするときは、補助金の交付決定

の日の属する会計年度の末日までに、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金実績報告

書（様式第７号）を市長に提出するものとする。 

２ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、前項の実績報告を行うに

当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合に

は、これを補助金額から減額して報告するものとする。 

 

（額の確定通知） 

第９条 規則第１３条の規定による通知は、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金額確

定通知書（様式第８号）によるものとする。 

 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１０条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、第８条第 1 項に

よる実績報告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額が確定した場合には、消費税仕入控除税額報告書（様式第９号）により、速や

かに市長に報告するものとする。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部



又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（交付の請求） 

第１１条 対象者は、規則第１６条第１項の規定により補助金の交付の請求をしようとする

ときは、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に

提出するものとする。 

２ 対象者は、規則第１６条第２項において準用する同条第１項の規定により、補助金の交

付を請求しようとするときは、千葉市民間保育園賃借料補助事業補助金事前交付請求書

（様式第１０号の２）を市長に提出するものとする。 

３ 前項の請求による補助金の交付は、４回を超えない範囲内で概算払いできるものとする。 

 

（決定の取消通知） 

第１２条 規則第１７条第３項において準用する第６条の規定による通知は、千葉市民間保

育園整備に係る賃借料補助金交付決定取消通知書（様式第１１号）によるものとする。 

 

（調査及び報告） 

第１３条 市長が必要と認めたときは、随時その補助金の執行状況について、帳簿、書類、

その他必要な物件等を調査し又は参考となるべき事項について報告若しくは資料の提出

を求めることができる。 

 

（返還命令等） 

第１４条 規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉市民間保育園整備

に係る賃借料補助金返還命令書（様式第１２号）によるものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

１ この要綱は、令和元年１０月３１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

  

（激変緩和措置） 

２ 第２条第３項に該当する対象者に係る第３条第１項ただし書きに規定する国庫補助

事業が終了した場合、同事業が終了した年度の翌年度から起算して５年間は、激変緩和

措置として補助の対象とする。この場合における対象経費及び補助額等は附則別表１の

とおりとする。ただし、保育所を設置した年度から起算して４年以内に当該国庫補助事



業が終了した場合は、附則別表２のとおりとすることができる。 

 

附則別表１（対象経費及び補助額等） 

対象経費 
建物に係る賃借料、共益費等で保育所となる施設を賃借することによ

り必要となる定期的に支払うべき経費 

補助基準額 １，０００，０００円（月額） 

補助基本額 

｛(補助対象経費の月額)と（補助基準額）を比較しいずれか低い方の

額｝×補助対象月数 

※月途中の場合、その月は日割りで算出する。 

補助率 ３／４ 

補助額 

補助基本額と総事業費から別表４に掲げる賃借料加算額その他の公的

補助及び寄付金その他の収入額を控除した額を比較しいずれか低い方

の額に補助率を乗じて得た額（千円未満切捨て） 

 

 

附則別表２（対象経費及び補助額等） 

対象経費 
建物に係る賃借料、共益費等で保育所となる施設を賃借することによ

り必要となる定期的に支払うべき経費 

補助金交付期間 

国庫補助が終了した翌年度以降で、対象者の希望した連続する５年以

上の年数（以下、「補助年数」という。）。ただし、保育所を開所した年

度から起算して１０年以下とする。 

補助基準額 １，０００，０００円（月額） 

補助基本額 

｛(補助対象経費の月額)と（補助基準額）を比較しいずれか低い方の

額｝×補助対象月数 

※月途中の場合、その月は日割りで算出する。 

補助率 ３／４ 

補助額 

補助基本額と総事業費から別表４に掲げる賃借料加算額その他の公的

補助及び寄付金その他の収入額を控除した額を比較しいずれか低い方

の額に補助率を乗じて得た額に５を乗じて補助年数で除した額（千円

未満切捨て） 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  



別表１（対象経費及び補助額等） 

対象経費 
建物に係る賃借料、共益費等で保育所となる施設を賃借することによ

り必要となる定期的に支払うべき経費 

補助基準額 １，０００，０００円（月額） 

補助基本額 

｛(補助対象経費の月額)と（補助基準額）を比較しいずれか低い方の

額｝×補助対象月数 

※月途中の場合、その月は日割りで算出する。 

補助率 ３／４ 

補助額 

補助基本額に補助率を乗じて得た額から以下の各号に該当する額を控

除した額（千円未満切捨て） 

（１）保育所開所前の補助 千葉市民間保育園整備促進事業補助金そ

の他の公的補助 

（２）保育所開所後の補助 別表４に掲げる賃借料加算額その他の公

的補助 

補助金交付期間 

１ 第２条第２項第１号ア又はイに該当する場合 

保育所開所前６か月を限度として工事等に必要と認められる期間及

び開所日から５年間 

２ 第２条第２項第１号ウ又はエに該当する場合 

当初申請から５年間（補助終了の翌年度以降において、第２条第２項

第１号ウ又はエに該当する場合は継続することができる。） 

 

 

別表２（対象経費及び補助額等） 

対象経費 
建物に係る賃借料、共益費等で保育所となる施設を賃借することによ

り必要となる定期的に支払うべき経費 

補助基準額 ２２，０００，０００円（年額） 

補助基本額 (補助対象経費の年額)と（補助基準額）を比較しいずれか低い方の額 

補助率 ３／４ 

補助額 

補助基本額と総事業費から別表４に掲げる賃借料加算額その他の公的

補助及び寄付金その他の収入額を控除した額を比較しいずれか低い方

の額に補助率を乗じて得た額（千円未満切捨て） 

 

 

別表３（対象経費及び補助額等） 

対象経費 
建物に係る賃借料、共益費等で保育所となる施設を賃借することによ

り必要となる定期的に支払うべき経費 

補助基準額 １２，０００，０００円（年額） 

補助基本額 (補助対象経費の年額)と（補助基準額）を比較しいずれか低い方の額 



補助率 ３／４ 

補助額 

補助基本額と総事業費から別表４に掲げる賃借料加算額その他の公的

補助及び寄付金その他の収入額を控除した額を比較しいずれか低い方

の額に補助率を乗じて得た額（千円未満切捨て） 

補助金交付期間 開所日から１年間（２年目以降は別表１を適用） 

 

 

別表４（賃借料加算額） 

保育所運営に係る委託

費における賃借料加算

額 

当該年度の各月の「賃借料加算単価×各月初日時点の入所児童

数」の合計額。 

 

 

  



様式第１号 

 

   年  月  日 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

交付申請書 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育園名                

 

  年度千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金の交付を受けたいので、千葉市補助金

等交付規則第３条の規定により、次のとおり申請します。 

 

補助金の交付申請額 円  

交付を受けたい時期 

     年   月 

（第１１条第２項により分割事前交付を受けようとする場

合。） 

     年   月 

     年   月 

     年   月 

     年   月 

添 付 書 類  

１ 事業計画書 

２ 補助金所要額調書 

３ 保育所施設会計の収支予算書（写） 

４ 賃貸借契約書（写） 

５ 地上権又は賃借権の登記事項証明書 

６ 配置図及び平面図 

７ その他市長が必要と認める書類 

 

  

○印  



様式第２号 

 

千葉市指令   第   号 

 

          様 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金につ

いて、次のとおり交付決定したので、千葉市補助金等交付規則第６条の規定により通知しま

す。 

 

  年  月  日 

  千葉市長        

 

補助金の交付決定額 円    

補助金交付予定時期 

     年   月 

     年   月 

     年   月 

     年   月 

交 付 条 件 

１ 補助対象事業の内容、建物の１か月あたりの賃借料等、賃借面積等の変
更を行う場合は、あらかじめ市長の承認を受けること。ただし、軽微な変
更については、この限りでない。 

２ 補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ市長の承認を
受けること。 

３ 補助対象事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、そ
の指示を受けること。 

４ 補助対象事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類並びに補
助金の執行状況についての書類を作成し、これを補助対象事業の完了後 
１０年間保管すること。 

５  年 月 日までに施設の認可を受け保育所を開園すること。（補助金
交付期間が保育所開所前の場合に限る） 

＜審査請求等について＞ 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

3か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て 6か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

  

□印  



様式第３号 

   年  月  日 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

変更交付申請書 

（あて先）千葉市長 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育園名                

 

  年  月  日付け千葉市指令    第   号により交付決定のあった千葉市

民間保育園整備に係る賃借料補助金について、次のとおり補助金の交付決定額を変更された

く、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金交付要綱第７条第１項の規定により申請しま

す。 

補助金の交付決定額  円  

既交付額 円  

変更申請額 円  

交付を受けたい時期 

     年   月 

（第１１条第２項により分割事前交付を受けようとする場合。） 

     年   月 

     年   月 

     年   月 

     年   月 

変更事由の発生予定日   年  月  日 

変更理由  

添 付 書 類  

１ 事業計画書 

２ 補助金所要額調書 

３ 保育所施設会計の収支予算書（写） 

４ 賃貸借契約書（写） 

５ 地上権又は賃借権の登記事項証明書 

６ 配置図及び平面図 

７ その他市長が必要と認める書類 

 

○印  



様式第４号 

千葉市指令   第   号 

 

       様 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

変更交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金につ

いて、次のとおり交付決定の変更をしたので、千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金交

付要綱第７条第２項の規定により通知します。 

 

  年  月  日 

千葉市長        

 

補助金の交付決定額 円  

補助金交付予定時期 

      年    月 

      年    月 

      年    月 

      年    月 

交 付 条 件 

１ 補助対象事業の内容、建物の１か月あたりの賃借料等、賃借面積等の変

更を行う場合は、あらかじめ市長の承認を受けること。なお、軽微な変更

については、この限りでない。 

２ 補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ市長の承認を

受けること。 

３ 補助対象事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、そ

の指示を受けること。 

４ 補助対象事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類並びに補助

金の執行状況についての書類を作成し、これを補助対象事業の完了後１０

年間保管すること。 

５ 年 月 日までに施設の認可を受け保育所を開園すること。 

＜審査請求等について＞ 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

3か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て 6か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

□印  



様式第５号 

 

  年  月  日 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金に係る 

事業中止（廃止）承認申請書 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育園名                

 

  年  月  日付け千葉市指令    第   号により補助金の交付決定のあっ

た千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金に係る補助対象事業を次のとおり中止（廃止）

したいので、承認されますよう千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金交付要綱第７条第

３項の規定により申請します。 

 

補助金の交付決定額 円  

既交付額 円  

中止（廃止）の理由 

 

中止（廃止）予定年月日   年  月  日 

添付書類 
１ 中止（廃止）の理由を証する書類 

２ その他市長が必要と認める書類 

 

  

○印  



様式第６号 

 

千葉市指令  第  号  

 

 

 

            様 

 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金に係る事業中止（廃止）承認通知書 

 

年  月  日付申請のあった千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金に係る事

業の中止（廃止）について、次のとおり承認しましたので、千葉市民間保育園整備に係る賃

借料補助金交付要綱第７条第４項の規定により通知します。 

 

年  月  日 

千葉市長           

 

 

中止（廃止）予定日        年  月  日  

中止（廃止）条件 

１ 補助事業を予定期間内に中止又は廃止できない場合には、速や

かに市長に報告し、その指示を受けること。 

２ 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった

場合には、その収入の一部又は全部を市に納付させることがある

こと。 

３ 対象者が既に補助金の一部又は全部の交付を受けている場合

は、市長の定める額を返還すること。 

４ 対象者は補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該

帳簿及び証拠書類を事業完了後１０年間保管しておくこと。 

５ その他市長が必要と認める事項 

 

  

□印  



様式第７号 

 

  年  月  日 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

実績報告書 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育園名                

 

  年  月  日付け千葉市指令    第   号により補助金の交付決定のあっ

た千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金の補助対象事業の実績について、千葉市補助金

等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添えて、次のとおり報告します。 

 

補助金の交付決定額 円  

補助金の既交付額 

 

  年  月  日交付          円  

  年  月  日交付          円  

  年  月  日交付          円  

  年  月  日交付          円  

 

計           円  

補助対象事業の経費精算額 円  

添 付 書 類  

１ 事業報告書 

２ 事業費収支精算書 

３ 保育所施設会計の収支決算（見込）書（写） 

４ 賃貸借契約書（写） 

５ 請求書・領収書（写） 

 

 

○印  



様式第８号 

千葉市達    第   号 

 

          様 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

額確定通知書 

 

  年  月  日付け千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金実績報告書により 

  年度千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金額を次のとおり確定したので、千葉市

補助金等交付規則第１３条の規定により通知します。 

 

   年  月  日 

 

千葉市長           

 

補助金の交付決定額 円  

補助対象事業の経費精算額 円  

補助率 ３／４ 

補助金の確定額 円  

備考 

 

＜審査請求等について＞ 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

3か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て 6か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

□印  



様式第９号 

 

  年  月  日 

 

消費税仕入控除税額報告書 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育所名                

 

  年  月  日付け千葉市指令    第   号により補助金の交付決定の

あった千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金の補助対象事業に係る消費税仕入控除税

額について、次のとおり報告します。 

 

 

１ 補助金の額の確定額                金        円 

 

２ 消費税の申告の有無（どちらかを選択）       有 ・ 無 

（２で「無」を選択の場合は以下不要）   

 

３ 仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択）   一般課税 ・ 簡易課税 

（３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要） 

 

４ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額  金        円 

  

５ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額   金        円 

 

６ 補助金返還相当額（５から４の額を差し引いた額）  金        円 

 

 

（注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

   ２ 補助金返還相当額がない場合であっても、報告すること。 

  

○印  



様式第１０号 

 

  年  月  日 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

交付請求書 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育園名                

 

  年  月  日付け千葉市達    第   号により確定した補助金の交付につ

いて、千葉市補助金等交付規則第１６条第１項の規定により、次のとおり請求します。 

 

補助金の確定額 円  

交付請求額 円  

添付書類 
１千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金交付決定通知書（写） 

２千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金額確定通知書（写） 

 

  

○印  



様式第１０号の２ 

 

  年  月  日 

 

千葉市民間保育園賃借料補助事業補助金 

事前交付請求書 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者 住  所                

法 人 名                

代表者名                

保育園名                

 

  年  月  日付け千葉市指令    第   号により交付決定のあった補助金

の事前交付を次のとおり受けたいので、千葉市補助金等交付規則第１６条２項において準用

する同条第１項の規定により請求します。 

 

補助金の交付決定額 円  

補助金の既交付額 

 

  年  月  日交付           円  

  年  月  日交付           円  

  年  月  日交付           円  

 

計           円  

交付請求額 円  

添付書類 
千葉市民間保育園賃借料補助事業補助金交付決定通知書

（写） 

 

  

○印  



様式第１１号 

 

千葉市達    第   号 

 

          様 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

交付決定取消通知書 

 

  年  月  日付け千葉市指令    第   号により通知した千葉市民間保育

園整備に係る賃借料補助金交付決定の全部（一部）を次のとおり取消したので、千葉市補助

金等交付規則第１７条第３項において準用する第６条の規定により通知します。 

 

   年  月  日 

 

千葉市長           

 

補助金の交付決定額 円  

取消額 円  

取消後の交付決定額 円  

取消理由 

 

＜審査請求等について＞ 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

3か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て 6か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

□印  



様式第１２号 

千葉市達    第   号 

          様 

 

千葉市民間保育園整備に係る賃借料補助金 

返還命令書 

 

千葉市補助金等交付規則第１８条第１項・第２項の規定により、次のとおり通知します。 

 

   年  月  日 

千葉市長           

 

補助金の交付決定額 円  

補助金の既交付額 

 

  年  月  日交付           円  

  年  月  日交付           円  

  年  月  日交付           円  

  年  月  日交付           円  

 

計           円  

補助金の交付確定額 円  

返還すべき金額 円  

返還期限  年  月  日 

返還を命ずる理由  

返還方法  

＜審査請求等について＞ 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

3か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て 6か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

□印  


